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県 政 報 告

千葉たつや
KENSEI HOUKOKU県議会6月定例会報告

　県議会６月定例会は6月17日から7月7日にかけて開催され、一般会計補正予算【第１号・
第２号】あわせて27億4,975万1千円を議決しました。
　補正予算の主な内容は、ウクライナ情勢や円安の影響を受けている生活者や事業者を支援
するため、国による「コロナ禍における『原油価格・物価高騰等総合緊急対策』」に基づくも
ので、県として緊急に対すべき事業として生活者への支援（5億495万6千円）と事業者に対
する支援（9億6,932万9千円）が大きな柱となっています。また、当面緊急に対すべき事業
に加え、脱炭素社会に向けた省エネ・再エネ設備投資を促進するための予算（11億3,056
万6千円）が盛り込まれました。

補正予算 
第１号・第２号27億4,975万1千円

　6月2日および3日の降ひょうは県内において大きな被害を及ぼしました。私たち自民党県
議団は6月6日、いち早く大野知事に緊急対策を求める要望書を提出し支援に取り組んでまい
りました。
　６月定例会では緊急対策として補正予算【第３号】8億7,450万8千円を議決。被害の大き
い11市7町を農業災害対策特別措置条例に基づく「特別災害」に指定するとともに、指定されなかった4市についても実質無利子で融資が受けられる
「農業近代化資金」の対象となることが決まりました。さらに、被害を受けた農業施設の修繕や苗などの購入費を補助する予算も盛り込まれました。
　私たち自民党県議団は地域の経済と人々の生活を守るため、今後も全力で働く所存です。　　　　　　　　　　　　　　　　（2頁に関連記事を掲載）

経済支援原油価格・物価高騰に対する　　　　として

降ひょう被害への緊急対策として
8億7,450万8千円補正予算 　第3号

所属委員会
議会運営委員会／警察危機管理防災委員会
少子・高齢福祉社会対策特別委員会
新型コロナウイルス感染症対策特別委員会／図書室委員会
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県に緊急支援を要望

▲大野知事と要望活動を行った自民党県議団メンバー。　（写真撮影のため、一時的にマスクを外しています）
▲大野知事に被害状況について写真パネルを用意して詳細な
　説明をし、県の力強い支援をお願いしました。

▲農林水産省では武部新副大臣に要望書を提出しました。
　（写真撮影のため、一時的にマスクを外しています）

▲自民党本部では古屋圭司政調会長代行に要望書を提出しました。
　（写真撮影のため、一時的にマスクを外しています）

降ひょう被害

　6月2日及び3日に発生した降ひょうにより、県内では農業関連だけで約38億円
に上る大きな被害となりました。私たち自民党県議団は被害の実態の把握を急ぐと
ともに、6月6日には大野知事に早急な対応を求める要望書を提出しました。
　大野知事からは、必要な対策を速やかに講じる考えが示されました。

　続いて6月21日、自民党県議団は自民党埼玉県連と連名で農林水産省及び
自民党本部を訪れ、降ひょう被害と高騰する配合飼料価格に対する支援につ
いて要望を行いました。
　県議団からは小島信昭団長を先
頭に神尾髙善副団長、田村琢実幹
事長、須賀敬史政調会長、そして
私が参加。県連からは柴山昌彦県
連会長、小谷野五雄幹事長、野中
厚衆議院議員が参加されました。

国に手厚い支援を要望

被災された皆さまに心よりお見舞い申し上げます

補正予算【第３号】による被害対策事業

降ひょう被害と高騰する配合
飼料価格に対する支援

農業近代化資金等融通円滑化事業
①農業災害資金利子補給補助金･･････････････････････････････････････････････････････････予算66.2万円程度
　埼玉県農業災害対策特別措置条例に基づき、農薬、肥料、種苗等の購入や、農業用生産施設の復旧等に必要な資金の融資枠
を拡大するとともに、無利子化を図るため市町村と連携して利子補給を行う。（追加融資枠4億4千万円）
②農業近代化資金利子補給補助金･････････････････････････････････････････････････････････予算565万円程度
　埼玉県農業災害対策特別措置条例に基づく支援の対象とならない農業者に対して、農業災害資金と同様の支援を行うための
資金の種類を追加し、そのための融資枠を拡大するとともに、無利子化を図るため県単独で利子補給を行う。
　また、農業用生産施設の復旧に要する資金として融資枠を拡大するとともに、無利子化を図るため市町村と連携して利子補
給を行う。（追加融資枠11億円）
農作物災害緊急対策事業･････････････････････････････････････････････････････ 予算2億8,792.9万円程度
　埼玉県農業災害対策特別措置条例に基づき、農業者の被害作物の生育
回復等を補助する市町村に対して、その経費の一部を支援する。対象市
町：加須市含め18市町
農業用生産施設降ひょう被害対策事業
････････････････････････････････････予算5億8,026.7万円程度
　降ひょうの被害を受けたビニールハウス、多目的防災網などの指定農業用
生産施設の復旧費用を補助する市町村に対し、その経費の一部を支援する。
　指定農業用生産施設が30%以上の被害を被った農業者に補助を行う市
町村に対して、その経費の一部を助成する。
・園芸施設共済加入者：(当初取得費用－共済支払額)×1/2 以内
・園芸施設共済未加入者：(当初取得費用－共済に加入していた場合に支払われると見込まれる
　額)×1/2 以内
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